
 

〇柏市契約事務取扱要領                

 

                   制定  平成５年９月１日  

                   施行  平成５年９月１日  

 

 （趣旨）  

第１条  この要領は，柏市財務規則（昭和５９年柏市規則第４号。

以下「規則」という。）に基づき本市が発注する工事，修繕工事，

業務委託，物品購入，印刷製本及び賃貸借（価格による競争を行

う余地がない不動産の借入れを除く物件の借入れをいう。以下同

じ。）（以下「工事等」という。）に係る契約事務の合理的かつ

適正な処理を図るため，当該事務の取扱いに関し必要な事項を定

めるものとする。  

 （契約方法）  

第２条  １件の設計価格が次に掲げる案件は，制限付き一般競争入

札の対象とする。ただし，市長が必要と認めるときはこの限りで

ない。  

 (1) ２００万円を超える工事及び修繕工事  

 (2) １５０万円を超える印刷製本  

 (3) 別表１に掲げる１００万円を超える測量等の業務委託（以下

「測量等」という。）  

 (4) 別表２に掲げる１００万円を超える測量等を除く業務委託  

 (5) 別表３に掲げる１５０万円を超える物品購入  

 （入札参加者の資格要件）  

第２条の２  第１条に規定する案件のうち，設計額が５，０００万

円以上の工事，修繕工事及び業務委託並びに２，０００万円以上

の物品購入及び印刷製本に係る入札参加者の資格要件は，柏市競

争入札参加業者審査選定規程（平成元年訓令第１号）第４条に規

定する柏市入札参加条件設定等委員会に諮り決定するものとする。

ただし，複数単価契約案件その他市長が認める案件については，

この限りではない。  

第２条の３  第２条の規定により制限付き一般競争入札の対象とす

る業務委託，物品購入，印刷製本及び賃貸借に係る入札参加者の



 

資格要件の実績は，次表のとおりとする。ただし，その他市長が

認める案件については，この限りでない。  

設計額  実績  

１５０万円未満  

 官公庁等又は民 間が発注した２５ 万円以上の

同種同等の業務に ついて，元請とし て履行完了

した実績があること  

 注：「官公庁等 」とは，国，地方 公共団体，

独立行政法人，公 社その他これらに 類する法人

をいう。以下同じ。  

１５０万円以上

３００万円未満  

 官公庁等が発注した５０万円以上の同種同等  

の業務について，元請として履行完了した実績  

があること  

３００万円以上

５００万円未満  

 官公庁等が発注した１００万円以上の同種同  

等の業務について，元請として履行完了した実  

績があること  

５００万円以上

１，０００万円

未満  

 官公庁等が発注した２５０万円以上の同種同  

等の業務について，元請として履行完了した実  

績があること  

１，０００万円

以上２，０００

万円未満  

 官公庁等が発注した５００万円以上の同種同  

等の業務について，元請として履行完了した実  

績があること  

２，０００万円

以上  

 官公庁等が発注した１，０００万円以上の同  

種同等の業務について，元請として履行完了し  

た実績があること  

※上記区分に関わらず，案件の性質等に応じ特に必要と認められる

場合は，設計額の３分の１から３分の２の範囲で設定できるもの

とする。  

 （工事の分離発注）  

第３条  工事の発注に当たっては，次の各号に掲げる工事（特殊施

設の工事を除く。）の区分に応じ，原則としてそれぞれ当該各号

に定めるものを分離するものとする。  

 (1) 建築工事  電気，管，機械器具設置等の設備工事であって設

計金額がおおむね３００万円以上のもの  

 (2) 土木工事  上水道等の附帯工事であって設計金額がおおむね

３００万円以上のもの  

 （指名業者の選定）  

第４条  第２条の規定に該当しないため制限付き一般競争入札の対

象 と な ら な い 案 件 （ 同 条 た だ し 書 の 規 定 に 該 当 す る 案 件 を 含



 

む。）の指名業者の選定は，第２条の２の規定を準用して行うも

のとする。  

２  指名業者の選定は，別に定める指名業者選定基準に基づき行う

ものとする。  

 （予定価格の公表時期）  

第 ４ 条 の ２  予 定 価 格 に つ い て は ， 原 則 と し て 落 札 決 定 後 に 公 表

（以下「事後公表」という。）するものとし，工事等のうち次に

掲げる案件又は事後公表に適さないと認められる案件については，

予定価格を落札決定前に公表（以下「事前公表」という。）する

ことができるものとする。  

 (1) 郵便入札により実施する案件  

 (2) 複数単価契約の案件（ただし，一者随意契約を除く。）  

 (3) その他，市長が必要と認める案件  

２  前項の規定にかかわらず，性能発注方式及び設計施工一括発注

方式等の案件については，その内容に応じて別途決定する。  

３  予定価格の事前公表を行う場合は，入札の公告又は指名通知に

明示するものとする。  

 （図面説明等）  

第５条  規則第１３７号第２項の規定により指名通知をするときは，

当該指名業者に対し，設計図及び現場に関する説明，契約条件そ

の他積算に必要な事項の口頭による説明に代えて当該事項を付記

した書面を配布しなければならない。  

 （入札辞退）  

第６条  契約主管課長及び工事等を行おうとする発注担当部署の長

（以下「契約主管課長等」という。）は，指名業者から入札又は

随意契約（以下「入札等」という。）の執行の開始に至るまでの

間に入札を辞退する旨の申出があったときは，当該業者を指名か

ら外すものとする。ただし，指名競争入札又は随意契約にあって

は，入札等に際し，辞退の旨を記載した入札書若しくは見積書の

提出を認めるものとする。  

２  指名業者が入札等を事前に辞退するときは，入札辞退届若しく

は見積り合わせ辞退届を提出させるものとする。  

３  契約主管課長等は，入札等を辞退した者に対し，これを理由と



 

した不利益な取扱いをしてはならない。  

 （入札の取りやめ等）  

第７条  指名業者が連合し又は不穏な行動をする等により入札等を

公正に執行することができないと認めるときは，当該指名業者を

入札等に参加させず，又は入札等の執行を延期し若しくは取りや

めるものとする。  

２  前項の場合において，入札等の参加者が１人のときは，特別な

事情がない限り入札等を取りやめるものとする。  

 （見積内訳書の提出）  

第８条  工事等の発注に当たっては，入札等の金額に係る見積内訳

書を提出させることができるものとする。  

 （入札等の執行）  

第９条  入札等は，契約主管課長等の指名する職員（以下「入札等

の執行者」という。）が執行するものとする。  

２  入札等を執行するにあたり，入札参加者はこれに立ち会うこと

ができるものとする。  

 （開札）  

第１０条  入札等の執行者は，開札に当たっては入札等をした者及

びその価格を読み上げなければならない。ただし，電子入札シス

テムの対象となる案件にあっては，この限りでない。  

２  入札等の執行者は，再度入札等を行う場合においては，前入札

等の最低価格を読み上げなければならない。ただし，電子入札シ

ステムの対象となる案件にあっては，この限りでない。  

 （再度入札）  

第１１条  規則第１３２条（規則第１３８条において準用する場合

を含む。）に規定する再度入札は，原則として１回とする。  

 （入札不調の措置）  

第 １ ２ 条  再 度 入 札 を 行 っ て も 落 札 者 が な い と き は ， 最 低 入 札 者

（最低入札者から見積りを徴することができないときは，最低入

札者の次に低い額を入札した者）から見積りを徴することができ

るものとする。ただし，最低入札価格と予定価格との差が大きい

ため，見積りを徴することが適当でないと認めるときは，この限

りでない。  



 

２  前項の規定によっても契約の相手が決定しないときは，入札に

係る工事等の設計について検討の上，指名替え，設計変更その他

の再び入札に付するための必要な措置を講じるものとする。  

 （最低制限価格）  

第１３条  工事，修繕工事に係る入札のうち予定価格が２億円未満

の案件において，規則第１２７条（第１３８条において準用する

場合を含む。）の規定により設定する最低制限価格は，別表４の

とおりとする。ただし，市長が特に必要と認めるときはこの限り

ではない。  

第１３条の２  測量等の入札において，規則第１２７条の規定によ

り設定する最低制限価格は，別表６のとおりとする。ただし，市

長が特に必要と認めるときはこの限りではない。  

第１３条の３  業務委託のうち，建物総合管理業務，建物清掃業務，

人的警備業務又は給食調理業務であって予定価格が５００万円以

上に係る入札において，規則第１２７条の規定により設定する最

低制限価格は，予定価格の１００分の８５とする。ただし，市長

が特に必要と認めるときはこの限りではない。  

（低入札価格調査基準額）  

第１３条の４  工事に係る低入札価格調査の基準となる額は別表４

のとおりとする。  

（低入札価格調査失格基準額）  

第１３条の５  工事に係る低入札価格調査において失格となる基準

額は別表５のとおりとする。  

 （増工事等の契約）  

第 １ ４ 条  請 負 者 が 既 に 施 工 中 の 工 事 等 （ 以 下 「 本 工 事 等 」 と い

う。）について，本工事等に付随する新たな工事等を契約変更の

方法により増加させることができる場合は，次の各号のいずれか

に該当するときとする。  

 (1) 追 加 し て 発 注 し よ う と す る 工 事 等 （ 以 下 「 増 工 事 等 」 と い

う。）の設計と分離して行うことが不適当であるとき。  

 (2) 増工事等に係る設計金額が本工事等の設計金額に比較して少

額であるとき。  

 (3) その他契約変更により行うことが特に必要であると認めると



 

き。  

 （結果公表）  

第１５条  契約主管課において執行する工事等の入札等の結果につ

いて，公表対象工事等の入札が執行された日の属する会計年度か

ら翌会計年度の末日まで，次のとおり公表するものとする。  

２  公表対象及び公表する項目は，次のとおりとする。  

 (1) 入札等  

   工事等の名称及び場所，契約の相手方の名称及び契約金額，

予定価格並びに入札参加者の入札金額等  

 (2) 入札等における一者随意契約  

   工事等の名称及び概要，契約の相手方を特定した理由及び契

約方法（適用条文）並びに契約の相手方の名称及び契約金額  

 (3) 工事及び修繕工事  

   契約締結日，工事及び修繕工事の名称，場所，工種，概要及

び工期並びに契約の相手方の名称及び契約金額  

 (4) 工事及び修繕工事における指名競争入札  

   工事及び修繕工事の名称及び場所，入札日並びに指名業者の

選定理由  

 (5) 工事及び修繕工事における変更契約  

  ア  第３号に掲げる事項（ただし契約締結日を除く。）  

  イ  工事及び修繕工事の変更概要及び変更理由並びに変更後の

工期及び契約金額  

 (6) その他  

   前各号に掲げるものの他，公共工事の入札及び契約の適正化

の促進に関する法律に基づく公表事項  

３  公表の方法は，次のいずれかの方法により行うものとする。  

 (1) ウェブサイト「柏市入札情報」による公表  

 (2) 契約主管課窓口における閲覧  

   閲覧に供する期間は，第１項の規定に関わらず柏市休日条例

（ 平 成 元 年 条 例 第 ３ 号 ） 第 ２ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 本 市 の 休 日

を 除 く も の と し ， か つ 閲 覧 時 間 は 柏 市 執 務 時 間 規 則 （ 平 成 ７

年規則第９号）第２条に規定する時間内とする。  

４  公表開始時期等  



 

 (1) 第２項第１号に掲げるものについては，入札等の終了後速や

か に 公 表 す る も の と し ， 公 表 方 法 は 前 項 第 １ 号 の 規 定 に よ る

ものとする。  

 (2) 第２項第２号に掲げるものについては，年１回程度，前項第

１号の規定により公開するものとする。  

 (3) 第２項第３号から第５号に掲げるものについては，入札等の

終 了 後 速 や か に 公 表 す る も の と し ， 公 表 方 法 は 前 項 第 ２ 号 の

規定によるものとする。  

 (6) その他  

   第２項第６号に掲げるものその他の公表事項の公表方法は，

当該公表の必要が生じた際に適宜決定するものとする。  

 （発注予定工事情報の公表）  

第１６条  各会計年度において発注する予定工事の一部について，

工事発注に先立ち，発注予定工事の情報を事前に公表するものと

する。  

２  対象工事は，次に掲げる工事とする。  

 (1) 当該年度に発注することが見込まれる工事（予定価格が２５

０ 万 円 を 超 え な い と 見 込 ま れ る も の 及 び 公 共 の 安 全 と 秩 序 の

維 持 に 密 接 に 関 連 す る 工 事 で あ っ て 秘 密 に す る 必 要 が あ る も

のを除く。）  

 (2) 前１号に掲げる工事の他，市長が事前に公表する必要がある

と認める工事及び工事に伴う測量等  

３  公表の方法は，契約主管課において掲示又は閲覧に供する方法

によるものとする。なお，閲覧については，第１６条第６項に準

ずるものとする。  

４  公表する内容は，次に掲げる事項とする。  

 (1) 工事件名  

 (2) 工事場所  

 (3) 工期  

 (4) 工事概要  

 (5) 入札予定時期  

 (6) 工種  

 (7) 入札及び契約の方法  



 

 (8) その他市長が必要と認める事項  

５  公表は，予算成立後取りまとめの上，早期に行うこととする。  

６  公表期間は，当該会計年度とする。  

７  公表する内容は，変更する場合がある旨を明記するものとする。  

 （事故報告）  

第１７条  契約主管課長等は，その所管する工事等の施行及び契約

の履行に関して事故が発生したときは，速やかに市長に報告しな

ければならない。  

 （随意契約に係る契約）  

第１８条  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７

条の２第１項に規定する随意契約に係る工事等の契約事務につい

ては，第１１条を除き，この要領の例による。  

 （補則）  

第１９条  この要領に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に

定める。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この要領は，平成５年９月１日から施行する。  

 （入札等の改善に関する事務取扱要領の廃止）  

２  入札等の改善に関する事務取扱要領（昭和５７年５月１０日制

定）は，廃止する。  

 

   附  則  

 この要領は，平成７年４月１日から施行する。  

 

   附  則  

 この要領は，平成９年４月１日から施行する。  

 

   附  則  

 この要領は，平成１１年４月１日から施行する。  

 

   附  則  



 

 この要領は，平成１３年４月１日から施行する。  

 

   附  則  

 この要領は，平成１４年９月２日から施行する。  

 

   附  則  

 この要領は，平成１６年４月１日から施行する。  

 

   附  則  

 この要領は，平成１６年７月１日から施行する。  

 

   附  則  

 この要領は，平成１８年４月１日から施行する。  

 

   附  則  

 この要領は，平成２０年１月４日から施行する。ただし，改正後

の第２条の規定は，同年２月１日から施行する。  

 

   附  則  

 この要領は，平成２０年４月１日から施行する。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この要領は，平成２０年７月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の第１３条の規定は，平成２０年７月１日以後に公告さ

れる入札について適用し，同日前に公告された入札については，

なお，従前の例による。  

 

   附  則  

 この要領は，平成２１年４月１日から施行する。  

 

   附  則  



 

 （施行期日）  

１  この要領は，平成２１年１０月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の第１３条の規定は，平成２１年１０月１日以後に公告

される入札について適用し，同日前に公告された入札については，

なお，従前の例による。  

 

   附  則  

 この要領は，平成２２年４月１日から施行する。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この要領は，平成２２年１１月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の第１３条の規定は，平成２２年１１月１日以後に公告

される入札について適用し，同日前に公告された入札については，

なお，従前の例による。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この要領は，平成２３年２月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の第２条の規定は，平成２３年２月１日以後に公告され

る入札について適用し，同日前に公告された入札については，な

お，従前の例による。  

 

   附  則  

 この要領は，平成２３年４月１日から施行する。  

 

   附  則  

 この要領は，平成２４年４月１日から施行する。  

 

   附  則  



 

 （施行期日）  

１  この要領は，平成２５年７月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の第１３条の規定は，平成２５年７月１日以後に公告さ

れる入札について適用し，同日前に公告された入札については，

なお，従前の例による。  

 

   附  則  

 この要領は，平成２６年１月１日から施行する。  

 

   附  則  

 この要領は，平成２７年１２月１日から施行する。  

 

   附  則  

 この要領は，平成２８年６月１日から施行する。  

 

   附  則  

 この要領は，平成２９年４月１日から施行する。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この要領は，平成３１年５月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の第１３条，第１３条の２及び第１３条の４の規定は，

平成３１年５月１日以後に公告される入札について適用し，同日

前に公告された入札については，なお，従前の例による。  

 

   附  則  

 この要領は，令和３年４月１日から施行する。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この要領は，令和４年５月１日から施行する。  



 

 （経過措置）  

２  改正後の第１３条及び第１３条の４の規定は，令和４年５月１

日以後に公告される入札について適用し，同日前に公告された入

札については，なお，従前の例による。  

３  改正後の第２条の規定は，令和４年１０月１日以後に公告され

る入札について適用し，同日前に公告された入札については，な

お，従前の例による。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この要領は，令和６年５月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の第１３条の２の規定は，令和６年５月１日以後に公告

される入札について適用し，同日前に公告された入札については，

なお，従前の例による。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この要領は，令和６年５月１５日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の第１３条の２の規定は，令和６年５月１５日以後に公

告される入札について適用し，同日前に公告された入札について

は，なお，従前の例による。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この要領は，令和６年８月１日から施行する。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この要領は，令和７年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の第３条の規定は，令和７年４月１日以後に一般競争入



 

札の公告及び指名競争入札の参加者の指名の通知をする競争入札

並びに随意契約の見積依頼を行うものから適用し，同日前に行っ

たものについては，なお従前の例による。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この要領は，令和７年５月１５日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の第２条の規定は，令和７年５月１５日以後に工事等施

行伺を起票するものから適用し，同日前に行ったものについては，

なお従前の例による。  

 



別表１（測量等の制限付き一般競争入札の対象業種）

大分類
業種
コード

中分類

101 測量一般
102 地図の調整
103 航空測量
201 建築一般
202 意匠
203 構造
204 暖冷房
205 衛生
206 電気
207 建築積算
208 機械積算
209 電気積算
210 調査
211 工事監理(建築)
212 工事監理(電気)
213 工事監理(機械)
214 耐震診断
215 地区計画及び地域計画
301 河川・砂防及び海岸
302 港湾
303 電力土木
304 道路
305 鉄道
306 上水道及び工業用水道
307 下水道
308 農業土木
309 森林土木
310 水産土木
311 造園
312 都市計画及び地方計画
313 地質
314 土質及び基礎
315 鋼構造物及びコンクリート
316 トンネル
317 施工計画・施工設備及び積算
318 建設環境
319 機械
320 電気電子
321 廃棄物
322 交通量調査
323 環境調査
324 分析・解析
325 宅地造成
326 資料等整理
327 施工管理
328 交通施設設計

地質調査 401 －

土木関係建設コンサルタント業務

建築関係建設コンサルタント業務

測量



大分類
業種
コード

中分類

501 土地調査
502 土地評価
503 物件
504 機械工作物
505 営業補償・特殊補償
506 事業損失
507 補償関連
508 総合補償部門

その他 601 －

補償関係建設コンサルタント業務



別表２（測量等を除く業務委託の制限付き一般競争入札の対象業種）

大分類 営業種目 中分類 取扱品種目

1 一般清掃
2 病院清掃
3 室内環境測定
4 飲料水の水質検査
5 室内害虫駆除
8 貯水槽清掃
9 貯水槽点検
99 その他
3 消防設備保守点検
4 冷暖房設備保守点検
5 ボイラー・冷凍機保守点検
6 放送設備保守点検
7 クレーン設備保守
8 街路灯保守点検
9 建築設備等の修繕
10 防犯設備設置・点検
99 その他
1 除草・緑地管理
2 樹木管理
3 害虫駆除（防除業）
4 道路清掃
5 河川・海岸清掃
6 公園清掃
99 その他
2 機械警備
4 運動施設運営
6 駐車場運営
3 産業廃棄物処理（収集・運搬）

4
産業廃棄物処理（中間処理・処
分）

1 施設の運転・管理
2 下水道管渠内清掃（清掃のみ）

3
下水道管渠内清掃（収集・運搬を
含む）

4 下水道管渠内調査
1 大気検査
2 水質検査
3 土壌分析
4 騒音レベル
5 産業廃棄物分析
6 理化学検査
7 臨床検査
8 放射線量等測定・検査
99 その他

03 建物管理・清掃

04 建物設備等保守・修繕

05 緑地管理・道路清掃

09 検査・分析

06 警備・受付・施設運営

07 廃棄物処理

08 施設等運転管理他



大分類 営業種目 中分類 取扱品種目

1 世論・住民意識調査
2 市場・経済調査
3 環境アセスメント調査
4 交通関係調査
5 地域計画
6 健康・福祉計画
7 環境計画
8 防災計画
9 信用調査業務
99 その他
1 医事業務（医療費請求・点検）
7 集団検診

14 人材派遣 3 労働者派遣事業
1 事務機器保守
2 通信機器保守
3 医療機器保守
4 測定機器保守
6 遊具
99 その他
3 速記・議事録作成
8 封緘・発送業務

13 医療・医事・給食

99 その他委託

15 機器保守

10 調査・計画



別表３（物品購入の制限付き一般競争入札の対象業種）

大分類 営業種目 中分類 取扱品種目

1 軽オフセット印刷
2 オフセット印刷
3 フォーム印刷
4 活版印刷
5 特殊印刷
6 地図印刷
7 電子出版
99 その他
1 文房具
2 用紙類
3 事務機器
4 印章
99 その他

05 記念品・贈答品 4 記念品
1 治療用機器
2 生体検査機器
3 検体検査機器
4 放射線関連機器
5 手術関連機器
9 介護用機器
10 衛生材料
1 気象・公害測定機器
2 気体分析機器
3 液体分析機器
4 化学分析機器
5 顕微鏡
6 電気計測器
7 測量機器
8 度量衡
9 実験用機器・什器
1 消火器
2 避難器具
3 消防ポンプ・ホース
4 消化薬剤・中和剤
5 防火服・保護具
6 災害救助機器
7 非常食
8 警察用品
9 防犯用品
10 防災用品
99 その他
1 調理用機器
2 調理台・流し台
3 食器洗浄機
4 冷凍機・冷凍庫
5 給湯器
6 給食用食器
7 浴槽・風呂釜
99 その他

01 印刷・製本

02 文具・事務機器

10 消防・保安用品

07 医療用機器・衛生材料

08 理化学機器

12 厨房機器・浴槽設備



大分類 営業種目 中分類 取扱品種目

1 乗用車
2 貨物自動車
3 軽自動車
4 バス
5 特殊車
6 特種用途自動車
7 二輪車
8 自動車修理
9 タイヤ
10 自動車用品
99 その他
1 木製家具・什器
2 スチール製家具・什器
3 特注家具
99 その他

18 看板・模型 3 標識
1 汎用コンピュータ

2
パーソナルコンピュータパソコン
等

3
パッケージソフトウェア市販ソフ
ト等

4 電算機用消耗品
5 コンピュータ周辺機器
99 その他
1 電話機・ファクシミリ
2 電話交換機
3 放送機器
4 無線機器
5 家電製品
6 照明器具
7 空調機器
99 その他

24 土木・建築用機器及び資材 6 土砂・骨材

19 電算機・電算用品

20 通信機・家電

15 車両

16 家具・什器



別表４（工事に係る最低制限価格及び低入札価格調査の基準となる額） 

最低制限価格及び低入札価格調査基準額の算出（計算式） 上限額 下限額 

 以下の①から④までの合計額とする。ただし，②から④を諸経費と

して一括計上する場合は，①と⑤の合計額とする。なお，①から⑤の

項目名は予定価格の内訳を指す。 

①直接工事費に１００分の９７を乗じて得た額 

②共通仮設費に１００分の９０を乗じて得た額 

③現場管理費に１００分の９０を乗じて得た額 

④一般管理費に１００分の６８を乗じて得た額 

⑤諸経費に１００分の４５を乗じて得た額 

予定価格

に１００

分の９２

を乗じて

得た額 

予定価格

に１００

分の７５

を乗じて

得た額 

※１ 上述の予定価格は，消費税及び地方消費税に相当する額を除いた額とする。 

※２ 上述の計算式における合計額並びに上限額及び下限額に，１，０００円未満の端数が

あるときは，その端数額を切り捨てる。 

※３ 上述の計算式における合計額が，上限額を超える場合は上限額を，下限額に満たない

場合は下限額を，最低制限価格又は低入札価格調査基準額とする。 

 

 

別表５（工事に係る低入札価格調査において失格となる基準額） 

低入札価格調査失格基準額の算出（計算式） 

 以下の①から④までの合計額とする。ただし，②から④を諸経費として一括計上する場合

は，①と⑤の合計額とする。なお，①から⑤の項目名は予定価格の内訳を指す。 

①直接工事費に１００分の７５を乗じて得た額 

②共通仮設費に１００分の７０を乗じて得た額 

③現場管理費に１００分の７０を乗じて得た額 

④一般管理費に１００分の３０を乗じて得た額 

⑤諸経費に１００分の４５を乗じて得た額 

※１ 上述の予定価格は，消費税及び地方消費税に相当する額を除いた額とする。 

※２ 上述の計算式における合計額に１，０００円未満の端数があるときは，その端数額を

切り捨てる。 

 

 

 



別表６（測量等の業務委託に係る最低制限価格の基準となる額） 

業種 最低制限価格の算出（計算式） 上限額 下限額 

測量 ①直接測量費の額 

②測量調査費の額 

③諸経費に１００分の５０を乗じて得た額 

の合計額 

予定価格

に１００

分の８２

を乗じて

得た額 

予定価格

に１００

分の６０

を乗じて

得た額 

建築関係

建設コン

サルタン

ト業務 

①直接人件費の額 

②特別経費の額 

③技術料等経費に１００分の６０を乗じて得た額 

④諸経費に１００分の６０を乗じて得た額 

の合計額 

予定価格

に１００

分の８１

を乗じて

得た額 

予定価格

に１００

分の６０

を乗じて

得た額 

土木関係

建設コン

サルタン

ト業務 

①直接人件費の額 

②直接経費の額 

③その他原価に１００分の９０を乗じて得た額 

④一般管理費等に１００分の５０を乗じて得た額 

の合計額 

予定価格

に１００

分の８１

を乗じて

得た額 

予定価格

に１００

分の６０

を乗じて

得た額 

補償関係

建設コン

サルタン

ト業務 

①直接人件費の額 

②直接経費の額 

③その他原価に１００分の９０を乗じて得た額 

④一般管理費等に１００分の５０を乗じて得た額 

の合計額 

予定価格

に１００

分の８１

を乗じて

得た額 

予定価格

に１００

分の６０

を乗じて

得た額 

地質調査

業務 

①直接調査費の額 

②間接調査費に１００分の９０を乗じて得た額 

③解析等調査業務費に１００分の８０を乗じて得た額 

④諸経費に１００分の５０を乗じて得た額 

の合計額 

予定価格

に１００

分の８５

を乗じて

得た額 

予定価格

に３分の

２を乗じ

て得た額 

※１ 上述の①から④までの項目名は予定価格の内訳を指し，予定価格は消費税及び地方消

費税に相当する額を除いた額とする。 

※２ 上述の計算式における合計額並びに上限額及び下限額に，１，０００円未満の端数が

あるときは，その端数額を切り捨てる。 

※３ 上述の計算式における合計額が，上限額を超える場合は上限額を，下限額に満たない

場合は下限額を，最低制限価格又は低入札価格調査基準額とする。 
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